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経営志林第41巻33.2004il210111

｢有機農産物の流通，安全性，消費者反応に関する

既存研究の概観（上）：有機農業と有機農産物の流通Ｊ１

小川孔輔

以上３つの課題に対して，有ｌＩ１で具体的な提案

をすることが研究プロジェクトの峨終目標である．

本論文は，その第一段階として，「有機農産物に

関する既存研究」が現状ではどのようになされて

いるのかをレビューすることにした。有機農業生

産の歴史的発展をベースにしながらも，とくに有

機農産品の流通実態把握と消費者行動研究の現状

を整理しておくことが目的である

有機腱業と有機農産物流通の研究には長い歴史

がある。本来ならば，第二次世界大戦前にまでさ

かのぼって関連資料を収集すべきであろうが，そ

の数は膨大になる。そこで，今回は対象資料の収

集を，およそ1990年代前半から2003年（一部2004

年を含む）に限定することにした。その中でもと

くに，有機ＪＡＳ認証がはじまる直前の2001年前

後の文献を集中的に収集した。われわれの目的に

は，それで充分であると判断したからである。内

容的には，国内・国外を問わず，学術雑誌，商業

誌，一般紙等に発表されている論文・記事類を網

羅的にサーチし，データベースの形式で文献を整

理することにした。収集範囲には一部アジア地区

(台湾，中国，マレーシアなど）のものが含まれ

るが，日本・米国・欧州を主として，その数は全

部で250点弱になる。

なお，基礎文献資料の収集と並行して，プロジェ

クト発足以来，有機農産物の流通に取り組んでい

る「組織体」（民間企業および非営利組織）に対

して，実地調査・ヒアリングなどを行ってきた。

2003年度と2004年夏までの調査とヒアリング結果

に関しては，別途に報告書として準備することが

予定されている。・２

有機食品・野菜の流通および消費行動といって

も，取り上げるべきトピックスが広範囲にわたる。

そのために，以下では，次のような分類にしたがっ

て文献を整理することにした。、３

０はじめに：本論文の目的

食の安全性確保は，われわれの日常生活におけ

る基本的課題である｡安全でおいしい食品を望む

のは人間の根源的な欲求である。しかしながら，

現実的には，ＢＳＥ（狂牛病）や残留農薬問題など，

食の安全性を脅かす問題が数多く発生している。

食品産業，とりわけ農産品を取り扱う生産者や流

通業者のモラル低下（鳥インフルエンザ，雪印乳

業事件など）と食材に関する不正確な情報の氾濫

(有機ＪＡＳ認証基準，特別栽培農産品の定義な

ど）が，この問題をさらに複雑で深刻なものにし

ている。

筆者らは，2003年６月に，「食の安全性確保」

に関する経営的課題を多面的・体系的に分析する

ため，マーケティングを専門とする研究者でチー

ムを組むことにした。有機農産品を研究対象とし

て，とくに有機野菜の生産･流通･消費の実態をそ

れぞれ専門家の立場から分析検討するためである。

プロジェクトチームの研究目的は，単に学術的な

成果だけに限定するものではない。取り組むべき

課題を，社会的に有用で具体的なものに設定する

ことした。すなわち，有機食品（オーガニックフー

ズ）の流通システムを設計するために，以下の課

題を解決することが重要であると考えた。

(1)有機食品（とくに有機野菜）に対する消費

者の反応調査（意識および行動)，

（２）消費者行動研究の成果を踏まえて，効果的

かつ効率的な小売店の店舗設計（売場レイア

ウト，店頭陳列，商品情報の提示など）がど

のようにあるべきかの研究，

（３）消費者が望む有機農産物の安定供給を支え

る流通システムをどのように構築すべきかの

研究。
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(1)有機農業関連の文献（生産の視点）

（２）有機農産物の流通記事・関連論文

（３）農学・科学分野の学術研究

（４）ＷＴＯなど国際貿易に関連した記事・文献

（５）食の安全伽性とトレーサビリテイの研究論文

（６）消澱者行動およびグリーンコンシューマー

についての学術論文

（７）その他

デイルの実践．啓蒙活動を紹介している。また，

その源流はオーストリア出身のシュタイナーの

｢バイオダイナミック農法」にあったと解説して

いる。「理想的な農場はそれ自身で完成した個体

である」と考えたシュタイナーの主張は，外部か

らの施肥を諌め，農場内の物質循環に基礎を置く

べきとした「循環型農業」であった。保田はその

一方で，－楽照雄氏を中心とした1971年の「日本

有機農業研究会」発足以来，日本の有機農業論の

系譜を紹介している。欧米のパイオニアたちに比

べ，日本の有機農業はどちらかというと「農薬害

を避ける」という視点が優先してきたことを主張

している。欧米は1930年代の地力問題を背景にし

た「生産者型運動｣，一方日本では1970年代の公

害問題を背景に生まれた「消費者型運動」と大別

できるとしている｡､５

欧米に比べて取り組みが遅れたことで，日本の

有機農業研究はその後においても社会運動と連動

してきたことが特徴になっている。それは，日本

社会にとっては良い面でもあったし，同時に不幸

なことでもあった。この点については，有機認証

問題と関連して後に詳しく述べることにする｡

腱業分野における有機農業研究には，相互に密

接に結びついている二つの流れがある。ひとつは，

消費者にとって安心で安全な食品を供給する農業

生産という側面である。これは，人間の身体的な

安全と健康，一部分は食品に対する嗜好（おいし

さ）に結びついたテーマなので，「内なる有機農

業論」あるいは「安心・安全の有機農業論」と呼

ぶことができる。このトピックスについて，本論

文では，「食の安全性」「有機認証問題」「消費者

の反応」の部分で取り扱うことになる｡

もうひとつは，地球環境に優しい循環型農業の

実践という側面を扱う流れである。￣般的には，

｢環境保全型有機農業論」と呼ばれる分野である｡

“身体的（内側)，，と対比させて，「外なる有機農

業論」と言うこともできよう･環境保全型の有機

農業については，これまで多くの学術研究や実態

調査がなされてきた。例えば，地産地梢と旬（お

いしさ）に焦点を当てた研究（篠原（2003）［７])，

環境保全型農業についての歴史的な考察（富田

2001［９］；半澤１９９７［10]）などである｡.‘

環境保全型農業という視点から，日本の有機農

本論文（上）は，以上の（１）と（２）に関す

る展望論文である。

<注記〉

本論文では，データベース化してある「文献ファ

イル」との整合性（参照の容易さ）を考慮して，デー

タベース内の連番を付加している。論文中で参考文

献をリ'１Mをする場合は．例えば，（藤井２００３［35]）

としてある。［］内の数字は，データベースの一連

番号である。なお，論文末の文戯リストは，イリ・機農

業とｲj・機農産物に側する論文・記Jll（［１］～［57]）

については．データベース中にあるものをすべて列

挙してある。したがって，本論文で引１Nされない論

文やiiullIもが数点含まれている。

１有機農業生産

（１）有機農業論の二つの側面

日本人による本格的な有機農業研究は，公害問

題や消費者運動がｉｔ会的に脚光を浴びるようになっ

た1970年以降である。1971年10月の「日本有機農

業研究会」の発足がそのきっかけとなっている。

このテーマについては，理論・実践の両面におい

て，主として農業経済学者と社会運動家たちが取

り組んできた歴史がある（熊澤（1989）［５］；藤

田（2003）［６］；桜井（1996）［12])｡.’米国や

欧州の有機農業運動のはじまりが，戦前の「地力

問題」（有機農業は地力回復の耕作法）からスター

トしたのとは対照的である。

保田茂（1986［２］）は，欧米の事情について，

｢農業聖典」（Howardl940［233]）を;'１１]し，

腐食による土壌への有機物還元が地力回復と持続

的農業の源泉であると説き，アメリカにおけるロ
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業を国際的に位置づけた日本人研究者も存在する。

熊澤（1997［13]）の研究は，持続可能な農業を

日米欧で地域別に類型化したオリジナリティの高

い論文である。米国の「低投入・持続型農業」

ＥＵの「粗放型・持続型農業」に対して，日本は

｢環境保全型・持続型農業」であるという特徴を

持っているというのが熊澤説である。また，宮崎

(1996［１］）のように，環境保全型農業と有機農

業を日米で比較分析している研究もある｡､７

以上の諸説を総括したうえで，有機農業とは，

｢近代腱業が内在する環境，生命破壊促進的性格

を止揚し，土地一作物（－家畜）－人間の関係に

おける物質循環と生命循環の原理に立脚しつつ，

生産力を維持しようとする農業の総称」と保田

(1986［ｌ］）は定義している｡.!'保田（1986［ｌ‐

3］）の論点で重要なのは，近代農業は，有機農

業に代表される自然循環系に，農薬と化学肥料と

輸入飼料（インプット）を投入し，廃棄有機物

(アウトプット）を排出して自然生態系を乱して

きたという観点である。図ｌを見ると，慣行農法

と有機農法の違いが理解できる｡､ID

（２）有機農業の定義

日本の有機農業研究は，刊行されている論文の

点数や頻繁に引用される記事の数を見てわかるよ

うに，実は西高東低である。灘神戸生協など，先

鋭的な実践が関西から生まれたこととこれは無関

係ではないだろう。生協活動など社会運動と連動

しながら，有機農業研究を担ってきた中心は，神

戸大学農学部の保田研究室である。

有機農業は，意外に暖昧な概念である。保田

(1986［１‐３]）は，「有機農業」（OrganicAgri‐

culture,OrganicFarming）を，以下のように

定義をしている。まず保田は，自著において有機

農業を定義した５つの説を引用している｡､職

図１ａ有機農法における循環模式図

自然生態系

生命再生簾過程Ｉ副生物iljLk産過程

人間

家畜

流出｜

弱５
有機物

作物

土地

①日本有機農業研究会：環境破壊を避けつ

つ，地力を基礎として健康な食物を生産しう

る農業。

②一楽照雄氏（日本有機農業研究会の発起

人，元東京農業大学教授）：単に技術の問題

ではない「正しい農業」「真の農業｣。生物的

循環が基礎だが，明確に定義せず，近代農業

の矛盾を止揚しうる代替的農法。

③横井利直氏（土壌研究者）：農地をめぐる

物質循環を重視し，豊かな土・作物一人間の

関係を確立することを趣旨とする農業。

④梁瀬義亮氏（医師）：生態学的輪廻の法則

と生物生存の平衡の法則，共存の法則を生か

す完熟堆肥農法による，化学肥料・農薬を必

要としない農業。

⑤福岡正信氏（自然農法）：人為を加えず，

自然主体，無の哲学から出て無為の自然に帰

る自然農法で，不耕起，無肥料，無農薬，無

除草を原則。

食柵IIP生産過程工地力１V生産過程

図１ｂ慣行農法における循環模式図

自然生態系

生命再生産過程工刷生物11j生産過程

一
〈
輸
入
飼
料
）
（
腱
薬
）
一

（
化
学
肥
料
）
一

（注）細い破線は農業系以外からのインプット，太い

破線は一部術環を意味する。

出典：係１１１（1986［２］）
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（３）農薬の安全性に関する研究

日本の有機農業は，当初から「農薬害を避ける」

という視点を強調してきた（農薬に関する保田

(1986［２］）の主張)。欧米とは違って，日本で

は「消費者型運動」として発展してきたことから，

有機農業研究と並行して農薬研究が促進されたと

いえる（反面教師として「効果的非使用」の観点

から)。農薬の利用形態と農業の生産性向上を分

析の軸とした保田（1986［３]）の識論（農薬の

経済効果の検討）について，ここでは要約して紹

介することにする｡､'2

日本の農業技術の特徴の一つとして，農薬・肥

料などの化学的資材の投入量が他国に比べて極め

て高いという事実がある。経済的な動機，病害虫

の発生頻度，気候風土の問題など，その理由はさ

まざまであるが，有意に高頻度な農薬使用の実態

は，データ上でも確認されている。戦後の農薬利

用の歴史を時代的に区分すると，４つの時期に分

けられる。

第１期（戦後～1953年）は，稲作を中心にＤＤＴ

ほか農薬利用の技術が確立した時期である。第２

期（1954～60年）は，多様な農作が稲作から畑作

へ広がる普及期に対応している。それに続く第３

期（1961～70年）は，除草剤の利用が拡大し，ヘ

リコプターによる農薬空中散布など，農薬利用技

術が大型化した拡充期である。大量使用期とも言

える。岐後に，現在まで続く第４期（1971～）は，

農薬問題が顕在化した転換期にあたるが，社会運

動として有機農業研究が進展して時期でもある。

農薬利用の経済効果は，技術体系として〆①多

収効果，②安定効果（収量安定)，③省力効果，

④品質向上効果，⑤規格・量産促進効果があげら

れる。農薬の使用は，②安定化などの効果にプラ

スして，「交換価値」（製品の市場価値）を高める

効果があったといえる。その一方で，農薬利用に

伴う矛盾には，①健康被害，②自然破壊，③農産

物の質的低下，④生産力低下要因の醸成（生態系

破壊による害虫多発，土壌条件の悪化による生育

障害，鵬薬識性による作物の生理的障害）などが

あることが知られている。

保|Ｈの推測では，現在の段階では農薬により生

産力が低下しているわけではないが，将来にわたっ

て，腿薬使用に関して矛盾（①～④）が起こる可

有機農業の農業面での泰斗である熊潔（1989

［４］）も，保田と同様な主張をしている。熊澤

(1989［４‐５］）の論点には，以下のような歴史

的な総括が含まれている｡.m

戦後しばらくは品種改良と地力培養が重視され

ていたが，1961年の農業基本法以来，「商価な自

給」よ'１「安価な供給」が重視されるようになっ

た。生態系破壊や化学肥料過多などのlMI題が起こっ

てきたのは，農業生産でも効率化・経済合理性が

優先されたからである。

２０世紀の農法の歴史を振り返ってみると，戦前

から化学肥料を退ける自然農法が展開され，戦前・

戦後の時期には，耕土培養事業に国が取Ｉ)組み一

定の成果をあげた。その精神は，現在の地力増進

法に引き継がれている。戦後の食糧増産時代に硫

安依存が高まり，「複合汚染」で農薬の害が指摘

された｡現在，自然農法にふたたび注[|が集まる

ようになり，そこから科学的研究が生まれた。こ

の流れの中から，福岡正信氏の自然農法が生まれ，

日本有機農業研究会が発足した。

こうした有機農業運動の流れを整理して，富田

(2001［９]）は，わが国における有機農業研究の

発展プロセスを３つの時期に時代区分している。

①第１期（戦後～1980年代前半）：公害'１１１題発

生から消費者運動を背景に，安全な食品を求

める運動として有機農業運動が形成された時

期，

②第２期（1980年代後半～1990年代前半）：有

機農業が大いに成長・発展し，産消提携組織

が拡大した時期，

③第３期（1990年代後半～）：有機腱産物の流

通チャネル拡大期，社会運動的な側面が後退

してビジネス化が進行した時期。

以上の見解をまとめると，有機農業生産にライ

フサイクルがあるとすれば，現段階は，「成長期」

を迎える前の「転換期」にさしかかっているとい

うのが共通の認識ではないだろうか。有機農産物

が適切な流通システムを得て，意味のある社会制

度として離陸できるかどうかの転換点にあると見

てよいだろう。
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日本の有機農業を充分理解し，政策を総合的に

研究する研究者の組織化は，ようやく1997年の

｢日本有機農業学会設立」の動き以降のことであ

る。1999年，農水省は「持続農業法」を制定した。

環境保全農業の認定農業者（2000年からは「エコ

ファーマー」という呼称）には，金融税制面で優

遇措置がとられるようになった｡･胴

有機農業については，現在まで支援策は無いに

等しい。2001年７月，民主党は持続農業法の改正

案を提出し，交付金導入を検討したが，この法案

は転換助成に限定された。研究者や有機農業関係

有志の動きとしては，1999年12月に「有機農業学

会」が発足した。その後，産地リーダーの「エコ

農業構想」や学識者・有機農業団体の「有機農業

と緑の消費者運動政策フォーラム」が設立され，

民間で有機農業をめぐる生産者政策・消費者政策

を両輪とした総合的な政策の検討がはじまって

いる。

有機農業運動自体が，ＪＡＳ法改正に反対して

きた。有機農産物を一般的な流通経路で販売させ

ようとする方向性を，以下では「市場化」と呼ぶ

ことにする。有機農業運動は，市場化に対しても

従来から反対意見を表明してきた。それは，市場

化＝高付加価値腱業の一つと見ることに，社会運

動体として抵抗が大きかったからである。その結

果，有機基準策定にあたり，反対意見の表明ばか

りで，最終的には農水省に主導権を握られたとい

う自己反省がある（本城２００１［38])･'６

1990年以降，有機農業関連で整備された法制度

を，図２「法整備の動き」としてまとめておく。

IFOAMジャパン他編（2003［229]）「安心安全

食品の動向有機特別栽培マーケット総覧2003

fromFarmtoTable」からの抜粋である｡､'７

能性がある。地力は貴重な資源であるから，その

低下に備えなければならない。また，有効利用と

長期的保存の方法については慎並に考慮する必要

がある。化学的な組成の農薬を使わないひとつの

方法としては，生物農薬（天敵の利用）などがあ

る（シーエム出版（2002［14])｡､'３

（４）立法化と有機農業運動への反省

有機農業を政策的にコントロールする立場にあっ

た政府（農水省，政党）の対応に，ここでは視点

を移してみたい。「有機農業学会」の創設は，日

本有機農業研究会が発足して後，２６年が経過して

からのことある。学会として学術的な取り組みが

遅れただけでなく，農政面からも有機農業運動は

充分な対応ができなかったと言える。本城（2002

[19]）は，そうした反省を踏まえた上で，日本の

有機農業の法政策状況の推移を，以下のように整

理している｡.'’

政治面では，８７年に自民党中西一郎参院議員を

中心に有機農業研究（のち「推進」に改称）国会

議員連盟が発足した。農水省は，「87年農業白書」

ではじめて，付加価値農業のひとつとして有機農

業を紹介した。８９年には有機農業対策室が設置さ

れたが，政治の動きは鈍く，ほとんど政策提言ら

しきものは出なかった。推進者である中西氏（死

去）とともに，自然消滅の形になった。農水省は

その後，「環境保全型農業」を政策テーマとして

打ち出し，担当部署も環境保全型農業対策室に改

称して予算そのものは増えた。ところが，これは

｢低投入・高品質農業重視」で，有機農業名目の

予算はその影でかえって減り，有機農業について

は棚上げになった。

日本で股初に有機農業の包括的政策提言を行っ

たのは，皮肉なことに，一見有機農業とは何の関

連もない，日弁連の公害対策・環境保全委員会

（1994）であった。1988年公取委の「完全有機栽

糯」など農産物の不当表示摘発を受けて，基準に

関する社会的関心の高まりを背景に，日弁連は政

府の有機農業政策の欠如を批判した。独に|に「有

機農業促進法」の法案を提示する（表示規制およ

び助成案）が，有機農業関係者を含めての討議に

よるものではなかったので，日弁連法案は無視さ

れた。
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図２法整備の動き

､００正 ＺＵＵ 

､JAS改正蕊鑿鼈000.新農業基本法
「食」と「農」の再生プラン
残留農薬規制見直し
農地法改正

卸売手数料自由化

092.有機＆特別栽培ガイドライン’99.有機ＪＡＳ法ダイオキシン法
199.改正肥料取締法
’99.持続農業法

’95.食品衛生法’99.畜産リサイクル法

’01.食品リサイクル法

’00.循環型社会形成推進基本法
ｍ月．

出典：IFOAMジャパン編（2003［129]）

はない）「少品目専作」を助長する面もある。例

外的に，ポラン広場のように，流通センターを各

所につくり，地場流通の開拓に乗り出すところも

ある。ただし，その他の事業体では，地産地消に

向けた意識的な取り組みは感じられず，地域内で

の物質的循環の回復という視点に欠けていること

が指摘されている。

調査は1992年とやや古いが，実施時点でのいく

つかの課題があげられている。①品質をどのよ

うに保証して消費者に情報提供していくか，②消

費価格の４割近くかかる流通販売経費をどのよう

に抑制するのか，③事業化の中で市場価格と連

動してすすむのかどうか。これらの事業体は，

｢事業」と「運動」の狭間に立つことが述べられ

ている｡.!,

２有機農産物の流通：経済学と流通の現場から

（１）専門流通事業体による直接販売（産消提携）

元々，有機農産品の流通は，市場に依存するこ

となく，生産者と消費者の提携関係（通常は「産

消提携」と呼ばれる）によって拡大発展してきた

ものである。最近では，直売所での地場野菜や有

機野菜の販売もあるが，いまでもその多くは，共

同購入組織（生協）や専門流通事業体（｢大地を

守る会」「ポラン広場」「らでいつしゆぼ－や」な

ど）が，直営店舗や宅配システムを通して有機農

産物（有機野菜）を販売している｡､１８

桝潟（1992［30]）は，関係者へのインタビュー

によって，専門流通事業体の発生と位樋づけを与

えている。「大地を守る会」「JAC」「ポラン広場」

｢にんじんＣＬＵＢ」「らでいしゆぼ－や」「自然派

ネットワーク」の６つの事業体が聞き取りの対象

である。関係者への調査によって，専門流通事業

体の発生の歴史，経営，組織，理念などをまとめ

ている。

専門事業体が農業現場に与えるプラス面の影響

は，村おこしの駆動力になることである。その一

方で，全国にまとまった量を出荷する必要o性があ

るので，事業体向けに（有機農業本来の多品目で

（２）産消提携による農産物流通の評価

1992年以降の景気後退にもかかわらず，専門流

通事業体による有機農産物の取り扱いは減少して

いない。ただし，当時でもいまでも，商品の発注，

品質表示，値決めなどについて，産消提携と市場

流通の相対的優位`性に関する論争に，最終的な決

着がついているわけではない。産消提携の有効`性

について，長所・短所に関する議論の論点をまと
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めておく。

生産者の立場から，産消提携を前lfUきに評価し

ているのが，安柄・保田（1998［24]）である｡知

有機農家の作付け品目別に，各月の出荷iiiと生

産者価格を調査した結果を分析している。また，

1975年から有機農業を行う－農家の実態を研究し，

消費者との提携による多品目生産で，安定的な生

産力維持に成功しているとする。事例サンプル

は少ないが，「産消提携」は（少なくとも生産者

にとっては）望ましい有機農業形態の一つとして

いる。

波夛野（1995［25]）も，産消提挑の光の側面

を評価した研究者である。有機農法を採用してい

る新規就農者は，非農家からの参入者が目立つこ

とをデータから確認している。ところが，過去２０

年の新規農業者統計（兵庫県）の営農実態をみる

と，慣行農業では市場出荷に合わせて短期集中の

労働投入が必要である。それに対して，有機農

業では提挑による周年出荷対応のため，長期分

散的な労働力投入で自家労働を投入できるメリッ

トがある。その結果，労働強度の減少が予想され

る。さらには，消費者との提携により，労働に主

体性があることが，有機農業の営農形態を支えて

いる。､2’

一部の研究者を除く実務家の多くは，精神的に

は産消提携に賛成しながら，むしろ産直システム

が抱えている深刻な問題点を指摘している。研究

者と現場担当者の置かれた実態のずれを指摘する

論者も多い。生産者と消費者の思惑の違いが，産

消提携を難しくしているとの見方もある。それぞ

れに観点は異なるが，富田（2002［23])，栗原

(2002［26])，朴（2003［28]）の順番に，産直流

通システムの問題点を整理してみる。

富田（2002［23]）は，産消提携で，品目選択

余地が少なく，希望量の購入ができない「セット

野菜」（グリーンボックスなど）に対するニーズ

が落ちたことに着目している。消費者側の品目選

択への希望に応えるため，現実的な対応としては，

多くの産地を結ぶ「周年リレー方式」が進んでい

る。生産者側では，多品目少量生産から，流通の

要望に応じた品目特定型への対応の動きがある。

出荷調整や広域出荷が可能な土ものでは，とくに

この傾向が顕著にみられる。生産者にとっての究

極の課題は，品目特定型生産でも，岡価格販売と

大量販売が両立できるかどうかである。ところが，

有機ＪＡＳ認定で販売先の指定する栽塘方法への

対応が煩雑になり，数量調整が難しくなる可能性

がある。需給を安定的に適合させるには，何らか

の方法で「顔の見える関係」を構築することが課

題である｡.」』

栗原大二（2002［26]）は，有機腱業に対する，

生産現場と研究の間での乖離を指摘している。栗

原の主張は次のようになる。産消提携を軸とした

環境保全型農業は，従来型の増収・高収益化技術

のように，生産者への短期的・直接的メリットを

前提とした普及プロセスが期待できない。千葉農

業試験場（栗原の勤務組織）で，農業普及員の環

境保全型技術への関心等を調査したところ，現場

では環境保全型農業の是非よりも，推進条件の整

備（政策的な助成など）が焦点になっていた。普

及Ｊ研究間のコミュニケーションとともに，産地・

経営のおかれた個別的状況に適合する技術開発が

必要であると説いている。

朴（2003［28]）の研究は，兵庫県下の消費者

評価を事例とした，価格決定方式に関する考察で

ある。産消提携で有機野菜の価格を決定する場合，

生産者価格は再生産保証方式が，消費者価格は諸

経費を包括的に含んだ方式，が有効と考えられる。

再生産保証方式は，これまで産消提携を存続させ

てきたが，諸経費のなかに反映されない要素は消

費者が負担してきた。価格決定に関して，再検討

が必要な時期に入っているというのが論点である。

産消提挑には，①天候不順などによる数量調整

(需給バランス）の問題，②品揃えの決定（消費

者のわがままを許す仕組みの設計)，③価格決定

の方式（市場との連動の可否)，が依然として残

されている。有機農業の規模が拡大している米国

や欧州では，市場にその解決を求める事例がふつ

うである。しかし有機農業の「市場化」に問題

があることには，海外でも変わらない｡､郷

（３）有機農産物の市場化への動き：ミクロ経済

学的な接近法

この数年間に，日本においても，一般流通経路

(スーパー，鎚販店，ネット販売）を経由した有

機農産物が普及しはじめている。その代表例が，
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イオングループの「TopValuグリーアイ」，ＩＹ

グループの「顔の見える野菜」（必ずしもすべて

が有機栽培ではない）である｡⑭1農業経済学の研

究者たちも，「市場化」（一般流通経路での販売）

を前提にして，その有効性を議論する学術論文を

発表し始めている。

標準的なアプローチとしては，ミクロ経済学

(情報経済学，取引費用論など）の分析概念を用

いるものである。その多くは，「(消費者への情報

提示による）情報の非対称性解消」→「有機農産

物の認証必要性」→「認証コスト負担の問題」と

いう論理構成をとっている。ここでは，新古典派

的な分析による典型的な論文をいくつか紹介する。

谷口（2002［27]）は，卸売会社７社への聞き

取り調査をもとに，「取引費用理論」を用いて，

有機農産物の流通壁拡大の阻害要因を考察してい

る。有機ＪＡＳ法後に有機野菜の取り扱いが卸で

は激減した。その一方で，減農薬・減化学肥料栽

培などは周年供給が可能になり，卸の取り組みは

急進展した。こうした調整や有機農家のネットワー

ク化ができる専門出荷業者側は，①生産地の情報

収集，②契約交渉，③有機農産物に特異な知識・

設備等の狸得，という３つの取引費用を負担して

いる。取引費用の増大は価格に反映されるが，一

方で卸との交渉力は増すので，そのHill用は相殺さ

れる。有機農産物は，不確実`性・取引頻度・投資

の特異性が高く，市場流通には適しにくい財とさ

れてきた。それを一般市場で流通させるには，

｢一貫`性のある表示制度」とともに，上記の３つ

の「取引費用をうまく外部化すること」が必要で

あるとの仮説を提示している。ただし，一般流通

が有機農産物拡大を促す必須条件であるかどうか

は明確でないとしている｡､2s

谷口・草刈（2003［36]）は，新古典派経済学

の枠組みから，有機農産物の協議による価格決定

の正当性を議論している。有機農産物事業体では，

｢適正価格」＝平均費用十初期投資回収分＝安定

的再生産の担保価格である。市場価格形成によら

ずに売り手と買い手の協議決定される「適正Iilli格」

が正当化できるかどうかを検討した。その結果は，

まがいもの防止・安定取引達成のための均衡価格＝

平均費用十単位生産物あたり初期投資のフロー額＝

従来の当事者間協議による「適正価格」と一致す

るという結論を得た。「適正価格」が正当化され

るには，ブランドの確立と認証制度整備が必要で

ある。著者らは，評判（ブランド）の確立と認証

の取得は代替的であると仮定している｡､２６

小川（2001［42]）は，有機農産物基準の意義

について検討している。有機農産物の市場状況と

して，①情報が完全な場合（完全競争市場)，②

情報の非対称性が存在する場合（逆選択現象，レ

モンの原理)〆③有効なシグナルが設定されてい

る場合に3区分できる。表示制度が罰則を伴うシ

グナルとして効力をもつようになれば，表示やマー

クへの消費者の信頼が高まり，ほんもの・まがい

ものの市場が分離される。その一方，認証にかか

わる金銭的・時間的コストの上昇は，有機農産物

の価格上昇を招き，需要量を減少させるという新

たな問題が生じる。結論は，認証に関するコスト

をかけずにシグナリング（有機より低い信頼度で）

を行った特別栽培農産物に需要がシフトし，有機

が市場から駆逐される恐れが出てくる。そのため，

特別栽培農産物にも法律にもとづく検査・認証枠

組みを導入すべきである｡ｗ

これまでの議論を，別の角度から批判的に眺め

てみる。有機農産物が持つ特殊な商品特`性のため

に，ミクロ経済学の議論は成り立たないとする考

え方である。有機農産物は，例えば，教育やコン

サルティング，あるいは医療サービスのような

｢サービス」と類似性があるという見方である

(波多野１９９８［201])｡､蝿

波夛野（1998［201]）によれば，有機農産物の

商品特性は，①情報の非対称性と②内容証明の間

接性である。情報の非対称性（①）は，商品が情

報化の困難な価値属性をもつ場合，生産者の特定

と栽培確認の事項（認証）で軽減できる。産消提

携は，流通過程の複雑さによって生じる情報エン

トロピー（不確実性）の増加を軽減する仕組みで

ある。

ところが，有機農産物には，一般農産物のよう

に，一元化して価格に還元しできない価値がある。

すなわち，「安全性」という商品属性である。安

全性のような価値属性は，継続的に購入してみて

も，その評価は最後まで定まらない。「おいしい」

とか「まずい」といった，事後的に評価できる

｢経験属性」とは異なるからである。有機農産物
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や「広告」など（①）は，一般商品流通でもしば

しば用いられている「品質」の代理変数であるこ

とがわかる。専門流通事業体などの中間業者が，

｢情報誌」や「バンレット」（②）で情報を提供し

たり，商品の「規格化」をすること（③）で同様

な効果を生み出すことができる。また，産消提携

による「継続的取引」（④）は，ある程度の時間

をかけて「信頼」を形成するプロセスを，商取引

に内在化させた方法である。“自然発生的ではな

い”有機認証制度（政府規制）は，市場化を前提

にした究極の形式であるといえる。

有機認証制度の実態とその有効性に関して，神

戸大学農学部出身の研究者を中心に，多くの研究

成果が発表されている。日本の有機認証に関する

報告としては，本城（2001［38])，近藤（2001

[39])，小川（2001［40])，小川（2001［42])，

保田（2001［43])，富田（2000［44])，小川・保

田（2000［45])，小川（2000［46])，小川・保田

(1999［47])，小川・保田（1998［48])，大野

(1993［49]）などがある｡､'１０総括的な意見は，保

田（2001［43]）で整理されている。

保田（2001［43]）は，有機ＪＡＳ制度の特徴

として，①法制度化（詳細な有機認定基準の表示

導入)，②民営化（登録認定機関の民間開放)，③

国際化（国際統一基準と海外認定機関の認可）を

挙げている（保田は９つに分類しているが筆者

がこれを３点に要約)。また，今日的な意義につ

いては，①暖昧表示の排除，②有機農業生産者の

意欲向上，,③関連団体との情報交換と協力関係の

構築，④有機農業運動の新しい展開，があるとさ

れている（６点を３点に要約)。

ただし，新しい制度の問題点としては，①申請

者の手間と労力負担，②認定のコスト負担の大き

さ（ｌ申請者あたり３～50万円)，③有機ＪＡＳ

規格の矛盾（欧米の規格が日本の実情にあわない)，

④法規上の限界（表示規制のみであり，有機農業

振興や流通整備，消費者啓発等に関しては無施策)，

⑤特別表示ガイドラインの温存（有機栽培にとっ

ては不利になる，無農薬栽培や減農薬栽培の表示

温存)，⑥制度の国際的運用と有機農産物の輸入

拡大（農業再生という有機の理想と食い違う）が

指摘されている。こうした問題点を改善するため

に，連用の見直しと法制度の改正を提案している。

(よ，生産者の能力を資格（規格基準）によって代

替し，その生産物の品質を傍証することでしか

保証できない（②間接的な内容証明)。この点で

は，提供者への資格付与により品質を保証する

｢サービス商品」と強い類似`性をもつ。有機農産

物は，サービスマーケティング論で言う「信用財」

(CredenceGoods）なのである。

農産物，とくに生鮮野菜は，本来的に市場流通

機構とは不適合な要素をもっている。需給のバラ

ンスが崩れた場合，長期の「生産量調整」は作付

け計画という方法でしか実行できず，短期の「出

荷量調整」は過剰生産時の生産物廃棄という方法

でしか対応できない。とりわけ有機野菜は，事後

検証でも確認できない価値属性（信用属性）を持

つ。それゆえに，取引の継続`性が必須になる。参

入退出が自由な一般流通システムにはなじまず，

結果として，専門流通事業体が出現した。情報の

信頼性を継承しつつ，産消提携ではボランティア

に頼っていた機能を，専従担当者によって有償化・

明確化して利用者を広げた。

その意味で評価はできるが，専門流通事業体も

生産者団体も，有機認証により有機農産物市場が

形成されれば，再びその存続条件が問い直される

だろう。大還販売市場の出現は，専門流通事業体

にとっては脅威になるかもしれないという議論で

ある（波夛野（1998［201])。

（４）有機認証問題（１）：日本国内の論争と実

態報告

経済学的なアプローチで特徴的なのは，情報の

非対称性（生産者の情報量〉消費者の情報量）を，

消費者への悩報提示（メッセージ告知）で解消し

ようとする方向性である。これには，自然発生的

な方法と政府規制による方法がある。例えば，本

城昇（１９９２［50]）は，有機農産物における情報

の非対称性は，自然発生的には，①シグナル（店

構えや広告など)，②第三者によるhIj報提供，③

標準化，④継続的取引（産消提携など）等の方

法によって回避されるとしている。その代案と

しては，政府規制による許認可の形（有機認証）

で，情報の非対称について解決がはかられるとし

ている｡”

ここで，マーケットシグナルとしての「店構え」
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１０「有機農産物の流通，安全性，il1ilHi者反応に|則する既存Ｉｉｌｆ究の概観（１２）：イ｢機農業とｲｧ機膿産物の流通｣＊１

（５）有機認証問題（２）：海外での有機認証の

事例

海外の有機認証制度の現状についても，いくつ

か実態報告がなされている。例えば，村山（2001

[41]）は，有機野菜の認証団体としてグローバル

な拠点の役割を果たしている「IFOAM」（Inter‐

nationalFederationofOrganicAgriculture 

Movements:国際有機農業運動，1972年設立）の

動きを，大山（2003［52]）は，アメリカの有機規

則をめぐる動向を紹介している｡．Ｍ

大山（2003［52]）の分析は，米国の農業史と地

理的な条件に立脚していて非常に興味深い。生産

者一消費者間に社会的・空間的に距離が存在して

いるとき，すなわち，米国におけるマスマーケティ

ングの成立が「有機認証」の必要条件だったとい

う指摘である。考えてみれば，日本においても，

輸送園芸の発達が「認証」を必要とさせたことは

示唆的である。大山（2003[52]）の報告は，以下

のように続いている。

アメリカは広大である。消費者への直接販売の

機会に恵まれているが，それは都市近郊の有機農

業者，それも生鮮野菜と果実に限られる。圧倒的

多数の農業者は，遠隔地の消費市場に依存せざる

を得ない。加工用作物の生産が多いので，力||工・

流通・包装等の関連産業に大きく依存する。有機

製品を最終消費者まで「有機」として届けるため

には，関連産業の役割と関連全段階における有機

認証の必要性が大きい。そのために，有機認証は

｢有機セクター」（有機業界）という一つの産業

部門として形成された。有機認証は，その業界全

体の社会的信用を維持する仕組みとして機能して

いる。

米国での有機認証は，もともとが民間団体先行

であった。認証制度の導入は，1970年代のＣＣＯＦ

(カリフォルニア認証有機農業者協会）に端を発

している。州法や州による有機認証事業は，民間

に続いてはじまった。連邦政府レベルでは，1990

年に「有機食品生産法」が制定され，これに基づ

き，「全国有機プログラム」（ＮＯＰ）実施規則

が作成された。ところが，規制案を巡って，有機

関連団体や消費者が期待する「有機」とＵＳＤＡ

(USDepartmentofAgriculture：米国農務省）

の考える「有機」には，かなり大きな隔たりがあっ

た。「有機認証」の利害関係者だけでなく，多く

の市民が関心を寄せられていた｡､３２

論文の中では，米国における有機農業経営の特

徴として，小規模農場が圧倒的多数を占めている

ことが報告されている。とくに，「第３章アメ

リカにおける有機農業の地域的展開」では，カリ

フォルニア，オレゴンなど有機農業先進地での状

況が詳述されているが，有機農産物の消費地でも

あるカリフォルニアでは近年，生産農家の集中化

が著しく進んでいる。とくに，畑作野菜では大規

模生産化する一方である実態が報告されている。

小規模有機農場は認証から脱落しつつあり，販売

額の下位層では認証有機農場の割合が極めて低下

している。認証の義務化は，小規模層の有機農場

に大きなインパクトと懸念をもたらしている。

イギリスを中心とした欧州の動きについては，

小川（2000［54])，渡辺（1995［55])，小西（1993

[56])，中村（1989［57]）で詳しく紹介されてい

る｡､郷

小)Ⅱ（2000［54]）は，イギリスの有機認証６

機関中でもっとも大きく権威のある「土壌協会」

(SoilAssociation）を訪問した記録である。１９４６

年発足した土壌協会（チャールズ皇太子が名誉会

長）は，①オーガニックについての情報発信と啓

発活動，②オーガニック基準の策定，③オーガニッ

クの認証業務を主たる活動としている。英国では，

有機認証の過半を同協会が担っている｡･加

英国のオーガニック食品の価格動向を調べると，

有機農産物の専門店や直売店に比べて，テスコの

オーガニック食品のほうが安いことがわかる。生

産者が大型スーパーに買いたたかれている可能性

のあることが，小川（2000［54]）のレポートで

は指摘されている。土壌協会では，安い輸入有機

農産物に対抗し，かつ大手スーパーの利益吸い上

げに対抗するため，域内流通を進めている実態が

レポートされている｡.３５

（以下，（中）に続く）

<脚注〉

露１本論文は，「文部科学省科学研究費補助金」（平

成15～17年腰・基盤研究Ｂ）によって実施されて

いる研究「右機農産物の安全性を考噸した消費者
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「Ｍ１安全性の経済学などに関連した分野の論文を染

めている。

*４農学研究粉の代表例は，熊澤喜久雄（1989［５]）

「｢有機農業」と現代農業（２）」である。実務家の

立場から有機農業をまとめたものには，藤、和芳

（2003［６]）「右機による|到内自給とアジアでの生

命継済圏構想」がある。なお，桜井（1996［12]）

は〆桜井編「環境保全ﾊﾞﾘ農業論」において．食物

の安全性に関する文献および有機農業・薩直等に

｜則する文献一覧，および主要文献のレビューをし

ている（｢序章環境保全型農業の現代的意義と展

開条件｣，１～20頁)。有機食dilIに関して，飯沼次郎・

保[H茂（1978）「産直-ムラとまちの連;ＩＩｆ｣，古沢広

祐（1990）「共生時代の食と農一生藤肴と消費者を

結ぶ｣，岡部守（1988）「共同購入と産画一地域と

生澗の変革｣，松村和!'U・ii1f木辰司繍（1991）「有

機腱業運動の地域的展開一山形県高畠町の実践か

ら｣，梁瀬義光（1975）「有機農業革命-汚れなき土

に柵け－｣，係旧茂（1986）「日本の有機農業一連

動の展開と経済的考察」など，逃動草創期以来

の文献が紹介されている。また，イブ機農産物流通

の将来を展望したものとしては，徳ｉ１:倫明（2003

［８］）「地域発のプライベート・ブランド時代」が

参考になる（576-583頁)。

＊５保田茂（1986［２］）「第２章イィ機農業論の二

つの系譜｣，27-42頁。兼者（'1,1Ⅱ）は．日本のｲ丁

機腱業述動の源流が「消饗者視点」に立脚してい

たことが，その後の有機農産物の流通にとっては

プラスとマイナスの両面を持ったと考える。

＊６iii、敬二（2001［９]）「わが国における有機腿

業研究の到達点と今後のiMIL題｣，27-38頁。半澤Mii

志（1997［10]）「戦後ii1jYll者運動史関連文献解題

１－食品の安全性，産直・有機農業等｣，52-70頁。

、７熊澤喜久雄（1997［11]）「環境保全型農業への

期待｣，7-25頁。宮崎猛（1996［13]）「第13章環

境保全型腱業と有機農業のⅡ米比較分析｣，184-

197頁。宮崎の論点は，以下の通りである。1980年

以降，市場原理に基づいて米国有機農業は普及し

た。その一方で，環境保全型農業そのものは，収

益性が低いうえに，価格プレミアムになりうる生

産方法や販充表示の公的基準が欠けていたため．

馴業としては不利な状況にある。環境保全型膿業

の有機農業化は，米国では鐙大１割までと見られ

への情報提示と小充店の店舗デザイン」の途中経

過を「レビュー論文」として要約報告したもので

ある。共同研究チームのメンバーは．小111孔輔

（法政大学・経営学部教授)，阿部周造（枇浜国立

大学・綴衡学部教授)，西尾チヅル（筑波大学大学

院・社会工学系助教授)，青木道代（玉川大学・経

営学部助教授)，竹内淑恵（法政大学・絲衡学部教

授)，酒井理（東京都産業労働局主任L11i木恭子

（法政大学・小川研究叢リサーチアシスタント）で

ある。なお，本論文で引用されている広jllijな資料

の収集は．小川研究室のリサーチアシスタント・

青木恭子が行い，小川孔輔が盗料を再編災した｣Ｚ

で，レビュー論文の形式で文章化した。

､22003年８月～2004年８月の実織は，以下の通I）

である。（１）東京とれたて野菜プロジェクト（2003

年10月１６ｐ：築地11J場見学・取材，小売ｌｌｉ業者現

地訪問)，（２）有機農業と農産船の歴史的な展望

（2003年11月13ｐ：徳江倫明氏，ＡＦＡＳ代表)，（３）

ユニクロ（SKIP）の野菜事業（2004年３ノ１２１］：

銀座松屋・野菜光場視察，2003年11月131]および

2004年４月７日：杣木社長取材)，（４）イトーヨー

カ堂：顔の見える野菜事業（2004年６)125日：抑

久保氏講減)，（５）Ｅアグリ（株）のネットビジ

ネス（2004年５１]281］：堂脇社長講演)，（６）首

都圏コープの宅配鄭j業（2004年７Ｈ９１」：潤橋氏

講演)，（７）有機野菜栽培現地調査（2004年８月

17Ⅱ：茨城県谷|]1部町現地視察)。すでに終了して

いるヒアリング結果と－部の縦減録については，

メモとして文書化されている。一般にも入手可能

である。

灘３なお，参考文献についてはデータベース化し

内容要約付きのエクセルファイルが作成されてい

る。本論文の記述は，その一部を要約したもので

ある。興味のある読者は．′1､川孔輔研究室（TEL：

03-3264-9732．e-mail：kogawa＠i・hoseiac.』p）

に問い合わせられたい。全体としては，有機農産

物のTlj場や流通実態，消費者懲繊などに関する統

計および調査，新1111記事．イ｢機農産物の流通に関

係する唾|内学術文献，ＷＴＯ目['1貿易体Ilill，食の安

全性とトレーサビリティー，イ1機農産物の地域流

通などの流通研究の周辺領域の資料から榊成され

ている。海外の文献では，同様に有機農産物のマー

ケティング関連，消費者の性lfdに関する論文，食
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１２「有機農産物の流通，安全性，消費者反応に関する既存研究の概観（上）：有機農業と有機農産物の流通｣＊１

る。価格プレミアムの公的保証や実践農家への政

策的奨励が必要な状況にあるが，日本でも同じ状

況・課題が存在すると指摘している。

*８保田茂（1986［１］）「第１章有機農業とはな

にか」「日本の有機農業一連動の展開と経済的考

察｣，４～12頁。

*９保田理論の特徴は，有機農業の原理を主張した

ことである。有機農業の類型と方法としては，①

農家内循環を軸とした方法，②地域内循環を軸と

した方法（樹木，林など)，③地域間術環を軸とし

た方法があるとされている。国内循環には，農業

地域間，農村一都市循環，農工間循環という３つ

のサブシステムがあり，日本のようなi11H度工業化

社会では，こうした高次の循環システムも考える

必要があるとしている（ごみ等)。

*１０図１は，保田（1986［１］）前掲論文，１４～１５

頁から転戦。

*１１熊瀞喜久雄（1989［４］）「｢有機農業」と現代

農業（１）｣，89-103頁。

*１２保田（1986［２－３]）前掲論文。

*１３シーエム出版（2002［14]）「生物農薬の市場｣．

76-81頁。違法農薬の取り締まりや利用実態につい

て，日本有機農業研究会が発行する「土と健康」

で､複数の事例が紹介されている。河村宏（2002

［15]）「有機農業にとって農薬とは何かを考えるた

めにその二一無登録農薬事件を事例として｣，

（2003［16]）「特定農薬問題一経過・論点・今後

の課題食の安全・安心は有機農業から｣。

率１４本城弊（2002［19]）「Ｉ有機農業の政策と課

題第２章日本の有機農業をめぐる法と政策｣，

１７～48頁。

*１５実際には，この制度（エコファーマー制度）は

ほとんど活用されていないと言われている。

*１６本城（2001［38]）「Ⅱ有機農産物の認証制度

を考える第１章有機農産物の基準・認証問

題｣，62-82頁。有機農業研究会という生産者側の

基準認証取り組み姿勢への反省，および農水省の

有機農業無理解への批判。本城の立場は，有機農

研は日本の有機農業確立に大きな役割を果たして

きたので，基準認証内容について発言できる立場

にあった。にもかかわらず，基準の設定そのもの

が無意味という基準否定論の見解を出し，社会一

般の有機への関心の高まりに対して，対応が遅れ

た。反映されるべき意見が反映されなくなり．認

証作りの主導権をとろうとする対応は有機農業側

にはなく，このため行政側が制度を有機農業側に

押しつけるかたちになった。有機農研が独自の基

準を制定するのは！やっと2000年２月になってか

らである。

*l71FOAMジャパン・日本ＳＥＱ推進機構監修・

（株）総合市場研究所編（2003［229]）「安心安全

食品の動向有機特別栽培マーケット総覧2003

fromFarmtoTable」（株）ジー・エム・アイ，

４頁。

*１８野菜直売所の実態と機能については，野見山

敏雄（2002［87]）「農産物直売所と地域農業の再

構築特集「直売所」の経営・経済学｣，堀田学

（2000［88]）「農産物直売所の研究動向と流通機能

に関する考察」を参照のこと。野見山（2002［87]）

によれば，直売所は，生産者のメリットとしては．

農協共販になじまない多様な農産物の出荷先が提

供され，女性や高齢者の活動の場ができる。また，

価格が市場出荷に比べて安定し，手取りが増加す

る等の点が上げられる。消費者にとっては，良質・

新鮮・多様な農産物・加工品を手に入れられると

いう利点がある。総じて，直売所は既存の卸売市

場流通システムが充分機能しなかった部分を実現

している。直売所は，地域農業振興と農産物流通

改革の可能性をもっており，その展開に期待がも

てるとしている（１‐４頁)。

*１９桝潟俊子（1992［30-31]）「第Ⅲ章専門流通

事業体による有機腱麓物の取扱い｣，「第Ｖ章都市

と農村を結ぶ〈もうひとつの流通＞を求めて｣。そ

の後，品質に関する情報提供については，この１０

年間でずいぶんと改善がなされている。

*２０安柄烈・保田茂（1998［24]）「有機農業生産と

その経済的成立条件」41-62頁。

鱸２１波夛野豪（1995［25]）「新規就農者に見る有機

農業生産の特徴とその営農実態｣，59-76頁。

*２２富田敬二（2002［23]）「有機農産物の流通変化

による生産者の対応と課題一多品目少量型から

品目特定型への転換の実態｣，13-28頁。富田の指

摘する状況は，産消提携とは言え，有機農産物で

も「個別宅配」が優勢になっていることと関連が

あるものと考えられる。

*２３桝潟（1992［31]）前掲論文，215-280頁。産業
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と主張している。

*３０本城昇（2001［38]）「n打機腱産物の認証制

度を考える鯖１章有機農産物の基準・認証問

題｣，62-82頁。近藤一海（2001［39]）「Ⅱ有機

農産物の認証IjI度を考える第２章生産者の立

場から見た認証ｉｌｉＩ度の問題点｣，83-86頁。小川蕪

奈（2001［40]）「Ⅱ有機農産物の認証制度を考

える第３章有機食品の認証コスト」,87-98頁。

小川華奈（2001［42]）「有機ＪＡＳ制度導入の意義

に関する情報経済学的考察｣，21-28頁。保１１’（2001

［43]）「有機ＪＡＳ制度の連用と今後の課題｣．２９‐

４２頁。薗田敬二（2000［44]）「認証制度下におけ

る有機農産物の生産・流通の展開方向一岡山県

を事例として｣，69-81頁。小川華奈・保田茂（2000

［45])，小川華奈・保H]茂（2000）「産消提携運動

と有機食品の検査・認証制度｣，43-57頁。小川華

奈（2000［46]）「有機ＪＡＳ制度の導入と有機農産

物生藤の状況変化特集検査認証制度導入後

の有機農産物Tl｢場｣，１‐４頁。小川華奈・保田茂

（1999［47]）「有機農産物の国際統一基準の策定と

わが'劃の制度的対応｣．77-107頁。小川華奈・保田

茂（1998［48]）「有機艇産物表示ガイドライン

改正の効果と今後の課題」77-95頁。大野和輿

（1993［49]）「消費者，生産者はなぜＪＡＳ法改正

に反対するのか－特集ＪＡＳ法改正をどう受け

止めるか」「腱業と経済」（富民協会・毎|]新聞社)，

27-33頁。

.３１村山勝茂（2001［41]）「IFOAMの動きとHf界

理率会｣，42-44頁。大11I利男（2003［52]）「第２

章アメリカの有機規則をめぐる動向｣，49-82頁。

＊３２大l1l（2003［52]）によると，米国のｲj機農業

団体と一般人（多くのパブリックコメントが寄せ

られた）が懸念していたのは，以下の４点であっ

た。傭一次の規則案（1997）の主要争点は，①遺

伝子組み替え技術の使用を禁lこしていないこと，

②放邸|線照射を禁止していないこと，③下水汚泥

の使用を禁止していないこと，（⑳全国有機選準委

員会CJOSB）によって勧告されていない物質が

リストに含まれていたことであった。第２次案で

はい①(②,③は禁止，④は勧告にない物質はリスト

外となった。ＩＦＯＡＭ他の指摘によると，これら

論争点は，１hr機農業に関する基本的な考え方の違

いによって起きたという。

化した有機ビジネスを，日本と比較して．アメリ

カとドイツに取材している。以下で紹介するｎＪＥ

ＷＳＷＥＥＫ」の３つの記事は，米国のオーガニッ

ク農産物Ｉｌｊ情を知る上でなかなか興味深い。

（1998［32]）「オーガニックは優良品か」「ＮＥ

ＷＳＷＥＥＫｌ１本語版」７月22日号，38-47頁。内容：

オーガニックは人気だが，味のよさや安全性を約

束するものではない。しかもオーガニックの労働

コストは通常の数Wlfである。認証基準はできたが，

普通よりillljいお金と引き替えに，iiM111者は何を得

ているのか？

（2002［33]）「オーガニックのウソとホント」

「ＮＥＷＳＷＥＥＫ日本語版」１０月９日号，40-47頁。

内容：有機食品の健康への効用は明らかではない

が生態系にとっては大切である。興味深い折摘

としては，有機農法が中小腱家にとっては慣行的

な腱法より経済効率を上げる可能性があること

（フリースバッハ他「サイエンス」論文からの抜粋）

を紹介している。

（2002［34]）「工場の豚と野原の豚」「ＮＥＷＳＷ

ＥＥＫＨ本舗版」１０１１９日号．48-50頁。内容：変化

する自然の中で熟らすオーガニックの子豚たち

だが，利益は１頭わずか１０ドルにしかならない。

野原育ちの豚は，経済的には大量飼育方式に勝て

ない。

率2４保田裕子（1992［29]）「第Ⅱ章デパート・スー

パーにおける有機農産物の取扱い｣，29-60頁。

*２５谷口葉子（2002［27]）「卸売市渤におけるｲi機

腱産物の取引形態と流通の|ﾘ淵化に関する考察一

取引我用理論を用いて｣，77-88頁。

蕊２６谷口葉子・草苅仁（2003［36]）「ｲi機農産物の

「適正1111格」と認証の経済価値｣，69-77頁。

諺２７小川薙奈（2002［42]）「環境情報源としての腱

産物表示ﾙﾘ度に関する研究一環境ラベルの週１N

を中心として」11-22頁。

､２８波夛･野豪（1998［201]）「第３章有機農産物の

商品特性と認証問題｣，45-64頁。

準２９本城外（1992［50]）「有機農産物の取引におけ

る情報の非対称性一有機腱産物の流通，表示及

び規制にかかわるＭ１題｣．1-12頁。本城（1992［50]）

は．いずれの方法も単独では必ずしも効果的では

ないので，実効性を担保するためには，いくつか

の方法を組み合わせるといった工夫が必､要である
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１４「有機農産物の流通，安全性，消澱者反応に１１Mする既存li)}先の概観（１２）：イ『機農業とｲ】･機農産物の流通ｆｌ

ＫＯＰ規則案では．「危険評IilIi」（RiskAssess‐

ment）のアプローチ（現時点で危険性証lﾘ]されな

い限り，その物衝や生産方法の使用は禁止しない）

を取っている。イｊｒ機業界では一般に．「予防1!;〔1111」

（PrecautionaryPrinciple）アプローチ（自然生態

系や人の健康に危険を及ぼす可能性がある物伍や

生産方法はできるだけ排除しようとする）をhi(則

とする。これらの争点以外に懸念されたのは，基

準案の上限問題であった。これは，ＮＯＰ以外の有

機基準を閉め'1'し，ＵＳＤＡのロゴ以外有機表示認

めないというものであった。業界側は，有機ﾑ騨{

の「ミニマム・スタンダード」を求めていたが，

ＮＯＰ基準案は民'１１１認証基準への「上限値」を懲味

した。また，ＮＯＰ規則案にはｲ｢機業界の意見を｜

分に政策に反映できる仕組みがなく．連邦政府の

「ブラックボックス」化という問題があった。

*３３小川華奈（2000［54]）「イギリスの有機腿瀧一

土壌協会を訪ねて｣，113-117頁。渡辺善次郎（1995

［55]）「[書評］福士正博箸（1995）「環境保護と

イギリス農業」（{]本経済評論社)｣，50-52rl･小

西孝蔵（1993［56]）「ロイヤル・ブランドとなっ

たイギリス有機腱業｣，70-77頁。llj村耕三（1989

［57]）「欧米諸国における「有機農業」の現況｣，

109-116頁。

零３４小川華奈（2000［54]）前掲論文，113-117画。

①オーガニックについての情報発信・啓発満動：

通話で有機農業についての質問を受けたり

（政府助成あり），所有農場での有機腱業技術

の研究，あるいは．その成果に基づいた右機

肥料リスト提示など，農業に関する情報発信。

消費者や生産流通関係者向けの啓発活動，オー

ガニックを買う意味についてパンフや問い物

袋などで理解広める努力など。

（②オーガニック基準の策定：2003年目標にＥＵ

では有機腱産物での有機以外の種苗が禁||:に

なる予定で．英国は国を挙げてこの基ilkを

満たすべく，有機種苗墹瀧対策に取り組んで

いた。

③オーガニックの認証業務：実際の認証は北壊

協会の100％出資株式会社であるSACRETが

行っている。土壌協会認証はステータスになっ

ており，英匡|内の有機農業生産者の70％が'二

壌協会の認証を受けている。

､３５筆者（小川孔輔）が,報告者（小川薙奈）が土

壌協会を訪IHIしたとき（2001年）ときとほぼ同時

期にテスコ，セインズベリー，マークス＆スペン

サーなど．英国の食品スーバーの有機食品売場を

訪問している。そのときの印象では，確かに英国

の有機食品は日本に比べて割安であるとの印象を

持ったことを覚えている｡
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